
（別紙３）

政策ごとの予算との対応について（個別表）【労働保険特別会計】

（単位：千円）

勘定・組織 項 事項 比較増△減額

<10,754,956> の内数 <12,716,323> の内数 <1,961,367>

<10,754,956> の内数 <12,716,323> の内数 <1,961,367>
労災勘定 仕事生活調和推進費 仕事と生活の調和の推進に必要な経費 <10,754,956> の内数 <12,716,323> の内数 <1,961,367>

1,059,594,478 1,077,497,762 17,903,284

<24,343,071> の内数 <25,180,825> の内数 <837,754>

<24,198,489> の内数 <24,901,794> の内数 <703,305>
労災勘定 労働安全衛生対策費 労働安全衛生対策に必要な経費 <24,198,489> の内数 <24,901,794> の内数 <703,305>

<24,343,071> の内数 <25,180,825> の内数 <837,754>
労災勘定 労働安全衛生対策費 労働安全衛生対策に必要な経費 <24,198,489> の内数 <24,901,794> の内数 <703,305>

労災勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経
費

<144,582> の内数 <279,031> の内数 <134,449>

960,088,326 970,842,501 10,754,175

<144,582> の内数 <279,031> の内数 <134,449>

労災勘定 保険給付費 保険給付に必要な経費 770,764,412 766,648,791 △4,115,621

労災勘定 職務上年金給付費年金特
別会計へ繰入

職務上年金給付費の財源の年金特別会計厚生年金勘定へ繰入
れに必要な経費

5,413,268 5,116,869 △296,399

労災勘定 職務上年金給付費等交付
金

職務上年金給付費等交付金に必要な経費 4,566,216 4,531,101 △35,115

労災勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経
費

<144,582> の内数 <279,031> の内数 <134,449>

労災勘定 業務取扱費 保険給付業務に必要な経費 39,093,817 46,959,378 7,865,561

労災勘定 社会復帰促進等事業費 被災労働者等の社会復帰促進・援護等に必要な経費 126,657,526 130,241,985 3,584,459

労災勘定 独立行政法人労働者健康
安全機構運営費

独立行政法人労働者健康安全機構運営費交付金に必要な経費 12,179,681 12,077,763 △101,918

労災勘定 独立行政法人労働者健康
安全機構施設整備費

独立行政法人労働者健康安全機構施設整備に必要な経費 1,413,406 5,266,614 3,853,208

労災勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経
費

<144,582> の内数 <279,031> の内数 <134,449>

369,351 368,438 △913

雇用勘定 労使関係安定形成促進費 安定した労使関係の形成促進に必要な経費 369,351 368,438 △913

99,136,801 106,286,823 7,150,022

労災勘定 保険料返還金等徴収勘定
へ繰入

保険料返還金等の財源の徴収勘定へ繰入れに必要な経費 50,764,026 52,017,740 1,253,714

雇用勘定 保険料返還金等徴収勘定
へ繰入

保険料返還金等の財源の徴収勘定へ繰入れに必要な経費 17,868,765 18,714,851 846,086

徴収勘定 業務取扱費 労働保険適用徴収業務に必要な経費 25,943,695 30,838,137 4,894,442

徴収勘定 業務取扱費 石綿健康被害救済事業に必要な経費 4,560,315 4,716,095 155,780

Ⅲ　働く人が安心して安全で快適に働くことができる環境を整備すること

１　被災労働者等の迅速かつ公正な保護を図るため、必要な保険給
付及び特定石綿被害建設業務労働者等に対する給付金等の支給を
行うこと

１　労使関係が将来にわたり安定的に推移するよう集団的労使関係
のルールの確立及び普及等を図るとともに、集団的労使紛争の迅速
かつ適切な解決を図ること

２　労働者が安全で健康に働くことができる職場づくりを推進すること

（所管）厚生労働省　　　　（会計）労働保険特別会計

政策体系

２　医療従事者の働き方改革を推進すること

Ⅰ　安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること

１　地域において必要な医療を提供できる体制を整備すること

１　労働者が安全で健康に働くことができる職場づくりを推進すること

１　労働条件の確保・改善を図ること

１　労働条件の確保・改善を図ること

３　労働災害に被災した労働者等に対し必要な保険給付を行うとともに、
その社会復帰の促進等を図ること

２　被災労働者等の社会復帰促進・援護等を図ること

４　安定した労使関係等の形成を促進すること

５　労働保険適用徴収業務の適正かつ円滑な実施を図ること

１　労働保険適用促進及び労働保険料等の適正徴収を図ること

６年度予算額 ７年度予算額



勘定・組織 項 事項 比較増△減額政策体系 ６年度予算額 ７年度予算額

11,270,955 11,528,310 257,355

<264,386,984> の内数 <279,996,478> の内数 <15,609,494>

<24,989,175> の内数 <42,980,109> の内数 <17,990,934>

雇用勘定 男女均等雇用対策費 男女労働者の均等な雇用環境等の整備に必要な経費 <23,081,343> の内数 <41,122,841> の内数 <18,041,498>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経
費

<1,907,832> の内数 <1,857,268> の内数 <△50,564>

<253,487,446> の内数 <267,001,124> の内数 <13,513,678>
雇用勘定 男女均等雇用対策費 男女労働者の均等な雇用環境等の整備に必要な経費 <23,081,343> の内数 <41,122,841> の内数 <18,041,498>

雇用勘定 高齢者等雇用安定・促進
費

高齢者等の雇用の安定・促進に必要な経費 <228,498,271> の内数 <224,021,015> の内数 <△4,477,256>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経
費

<1,907,832> の内数 <1,857,268> の内数 <△50,564>

7,424,329 7,639,565 215,236

<12,807,370> の内数 <14,852,622> の内数 <2,045,252>
労災勘定 仕事生活調和推進費 仕事と生活の調和の推進に必要な経費 <10,754,956> の内数 <12,716,323> の内数 <1,961,367>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経
費

<1,907,832> の内数 <1,857,268> の内数 <△50,564>

労災勘定 中小企業退職金共済等事
業費

中小企業退職金共済等事業に必要な経費 1,443,457 1,383,181 △60,276

労災勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経
費

<144,582> の内数 <279,031> の内数 <134,449>

雇用勘定 中小企業退職金共済等事
業費

中小企業退職金共済等事業に必要な経費 5,953,104 6,229,122 276,018

雇用勘定 独立行政法人勤労者退職
金共済機構運営費

独立行政法人勤労者退職金共済機構運営費交付金に必要な経
費

27,768 27,262 △506

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経
費

<1,907,832> の内数 <1,857,268> の内数 <△50,564>

3,846,626 3,888,745 42,119

<1,907,832> の内数 <1,857,268> の内数 <△50,564>
労災勘定 個別労働紛争対策費 個別労働紛争対策に必要な経費 1,805,995 1,842,960 36,965

雇用勘定 個別労働紛争対策費 個別労働紛争対策に必要な経費 2,040,631 2,045,785 5,154

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経
費

<1,907,832> の内数 <1,857,268> の内数 <△50,564>

2,382,053,021 2,467,843,265 85,790,244

<307,441,926> の内数 <305,866,387> の内数 <△1,575,539>

86,477,019 86,992,934 515,915

<1,907,832> の内数 <1,857,268> の内数 <△50,564>

雇用勘定 職業紹介事業等実施費 職業紹介事業等の実施に必要な経費 86,477,019 86,992,934 515,915

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経
費

<1,907,832> の内数 <1,857,268> の内数 <△50,564>

141,103,387 115,090,177 △26,013,210

<78,943,655> の内数 <81,845,372> の内数 <2,901,717>

雇用勘定 地域雇用機会創出等対策
費

地域及び中小企業等における雇用機会の創出等に必要な経費 141,103,387 115,090,177 △26,013,210

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構運営
費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構運営費交付金に
必要な経費

<72,252,825> の内数 <74,430,433> の内数 <2,177,608>

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構施設
整備費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構施設整備に必要
な経費

<4,782,998> の内数 <5,557,671> の内数 <774,673>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経
費

<1,907,832> の内数 <1,857,268> の内数 <△50,564>

２　社会・経済状況の変化に対応しつつ、より良質な雇用を創出、人材確
保・定着を支援するとともに雇用の安定を図ること

Ⅳ　女性の活躍推進や男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、非正規
雇用労働者の待遇改善、ワーク・ライフ・バランスの実現等働き方改革を推
進すること

２　非正規雇用労働者（短時間労働者・有期雇用労働者・派遣労働者）の
雇用の安定及び人材の育成・待遇の改善を図ること

１　公共職業安定機関等における需給調整機能の強化及び労働者派
遣事業等の適正な運営を確保すること

１　女性の活躍推進や男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、
ハラスメント対策、仕事と家庭の両立支援、フリーランスの就業環境の
整備等を推進すること

２　豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること

４　個別労働紛争の解決の促進を図ること

１　長時間労働の抑制等によるワーク・ライフ・バランスの実現等の働
き方改革を着実に実行するとともに、テレワークの定着や多様で柔軟
な働き方がしやすい環境整備を図ること

３　働き方改革により多様で柔軟な働き方を実現するとともに、勤労者生
活の充実を図ること

１　女性の活躍推進や男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、ハラ
スメント対策、仕事と家庭の両立支援、フリーランスの就業環境の整備等
を推進すること

１　非正規雇用労働者（短時間労働者・有期雇用労働者・派遣労働
者）の雇用の安定及び人材の育成・待遇の改善を図ること

１　個別労働紛争の解決の促進を図ること

１　労働力需給のミスマッチの解消を図るために需給調整機能を強化する
こと

1　社会・経済状況の変化に対応しつつ、地域、中小企業、産業の特
性に応じ、より良質な雇用を創出、人材確保・定着を支援するとともに

Ⅴ　意欲のあるすべての人が働くことができるよう、労働市場において労働
者の職業の安定を図ること



勘定・組織 項 事項 比較増△減額政策体系 ６年度予算額 ７年度予算額

<307,441,926> の内数 <305,866,387> の内数 <△1,575,539>
雇用勘定 高齢者等雇用安定・促進

費
高齢者等の雇用の安定・促進に必要な経費 <228,498,271> の内数 <224,021,015> の内数 <△4,477,256>

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構運営
費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構運営費交付金に
必要な経費

<72,252,825> の内数 <74,430,433> の内数 <2,177,608>

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構施設
整備費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構施設整備に必要
な経費

<4,782,998> の内数 <5,557,671> の内数 <774,673>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経
費

<1,907,832> の内数 <1,857,268> の内数 <△50,564>

2,131,254,579 2,242,471,764 111,217,185

<1,907,832> の内数 <1,857,268> の内数 <△50,564>

雇用勘定 失業等給付費 失業等給付に必要な経費 1,271,500,968 1,335,653,038 64,152,070

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経
費

<1,907,832> の内数 <1,857,268> の内数 <△50,564>

雇用勘定 業務取扱費 失業等給付業務に必要な経費 45,663,616 45,947,295 283,679

徴収勘定 育児休業給付費等子ど
も・子育て支援特別会計

育児休業給付費の財源の子ども・子育て支援特別会計育児休業
等給付勘定へ繰入れに必要な経費

814,089,995 860,871,431 46,781,436

23,218,036 23,288,390 70,354

<74,160,657> の内数 <76,287,701> の内数 <2,127,044>

雇用勘定 就職支援法事業費 就職支援法事業に必要な経費 23,218,036 23,288,390 70,354

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構運営
費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構運営費交付金に
必要な経費

<72,252,825> の内数 <74,430,433> の内数 <2,177,608>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経
費

<1,907,832> の内数 <1,857,268> の内数 <△50,564>

9,372,942 10,129,842 756,900

<143,970,338> の内数 <147,433,790> の内数 <3,463,452>

<143,970,338> の内数 <147,433,790> の内数 <3,463,452>

雇用勘定 職業能力開発強化費 職業能力開発の強化に必要な経費 <65,026,683> の内数 <65,588,418> の内数 <561,735>

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構運営
費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構運営費交付金に
必要な経費

<72,252,825> の内数 <74,430,433> の内数 <2,177,608>

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構施設
整備費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構施設整備に必要
な経費

<4,782,998> の内数 <5,557,671> の内数 <774,673>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経
費

<1,907,832> の内数 <1,857,268> の内数 <△50,564>

雇用勘定 職業能力開発強化費 職業能力開発の強化に必要な経費 <65,026,683> の内数 <65,588,418> の内数 <561,735>

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構運営
費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構運営費交付金に
必要な経費

<72,252,825> の内数 <74,430,433> の内数 <2,177,608>

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構施設
整備費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構施設整備に必要
な経費

<4,782,998> の内数 <5,557,671> の内数 <774,673>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経
費

<1,907,832> の内数 <1,857,268> の内数 <△50,564>

雇用勘定 職業能力開発強化費 職業能力開発の強化に必要な経費 <65,026,683> の内数 <65,588,418> の内数 <561,735>

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構運営
費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構運営費交付金に
必要な経費

<72,252,825> の内数 <74,430,433> の内数 <2,177,608>

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構施設
整備費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構施設整備に必要
な経費

<4,782,998> の内数 <5,557,671> の内数 <774,673>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経
費

<1,907,832> の内数 <1,857,268> の内数 <△50,564>

３　技能実習制度の適正な運営を推進すること

１　経済社会の変化を踏まえ、非正規雇用労働者を含めすべての労働者
について、時代のニーズに対応した人材育成を強化するとともに、労働者
の継続的な学びと自律的・主体的なキャリア形成の支援等をすること

４　失業給付等の支給により、求職活動中の生活の保障及び再就職の促
進等を行うこと

１　公共職業訓練の推進、事業主等や労働者の自発的な取組による
職業能力開発等を推進すること

３　労働者等の特性に応じた雇用の安定・促進を図ること

１　高齢者・障害者・若年者や外国人材等の雇用の安定・促進を図る
こと

Ⅵ　労働者の職業能力の開発及び向上を図るとともに、その能力を十分に発
揮できるような環境整備をすること

５　求職者支援制度の活用により、雇用保険を受給できない求職者の就
職を支援すること

２　技能検定を始めとする職業能力の評価を推進すること

１　求職者支援訓練の実施や職業訓練受講給付金の支給等を通じ、
雇用保険を受給できない求職者の就職を支援すること

１　雇用保険制度の安定的かつ適正な運営及び求職活動を容易にす
るための保障等を図ること



勘定・組織 項 事項 比較増△減額政策体系 ６年度予算額 ７年度予算額

4,921,580 5,286,261 364,681

<80,539,881> の内数 <83,441,589> の内数 <2,901,708>
雇用勘定 若年者等職業能力開発支

援費
若年者等に対する職業能力開発の支援に必要な経費 3,325,354 3,690,044 364,690

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構運営
費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構運営費交付金に
必要な経費

<72,252,825> の内数 <74,430,433> の内数 <2,177,608>

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構施設
整備費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構施設整備に必要
な経費

<4,782,998> の内数 <5,557,671> の内数 <774,673>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経
費

<1,907,832> の内数 <1,857,268> の内数 <△50,564>

雇用勘定 障害者職業能力開発支援 障害者に対する職業能力開発の支援に必要な経費 1,596,226 1,596,217 △9
雇用勘定 独立行政法人労働政策研

究・研修機構運営費
独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経
費

<1,907,832> の内数 <1,857,268> の内数 <△50,564>

4,451,362 4,843,581 392,219

<1,907,832> の内数 <1,857,268> の内数 <△50,564>
雇用勘定 技能継承・振興推進費 技能継承・振興の推進に必要な経費 4,451,362 4,843,581 392,219

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経
費

<1,907,832> の内数 <1,857,268> の内数 <△50,564>

3,462,291,396 3,566,999,179 104,707,783
<430,647,979> の内数 <450,474,794> の内数 <19,826,815>

3,892,939,375 4,017,473,973 124,534,598

（注１）政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象となっていないがある政策に属すると整理できる予算を掲記している。
（注２）複数の政策体系にまたがる等、当該政策体系に係る予算額が特定又は区分できないものについては、<  >書き内数で掲記し、計欄において合計に含めている。
（注３）６年度予算額は、当初予算額である。

（注４）６年度予算額は、７年度予算額との比較対照のため組替え掲記している。

１　若年者等に対して段階に応じた職業キャリア支援を講ずること

２　個々の特性やニーズに応じた職業能力開発を推進すること

２　障害者等の職業能力開発を推進すること

計

３　「現場力」の強化と技能の継承・振興を推進すること

１　技能継承・振興のための施策を推進すること


